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第６８号議案 

 

 

 

   令和７年度芦屋市下水道事業会計決算の認定について 

 

 

 

  令和７年度芦屋市下水道事業会計決算について、地方公営企業法第３０条第４項の

規定により、監査委員の意見を付けて市議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月７日提出 

 

 

 

                     芦屋市長 髙 島  崚 輔 
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参  照（第６８号議案、第７０号議案及び第７２号議案） 

 

 

      地方公営企業法抜粋 

 

  （決算） 

第３０条  管理者は、毎事業年度終了後２月以内に当該地方公営企業の決算を調製し、

証書類、当該年度の事業報告書及び政令で定めるその他の書類と併せて、当該地方

公共団体の長に提出しなければならない。 

２  地方公共団体の長は、決算及び前項の書類を監査委員の審査に付さなければなら

ない。 

３  監査委員は、前項の審査をするに当たつては、地方公営企業の運営が第３条の規

定の趣旨に従つてされているかどうかについて、特に、意を用いなければならない。 

４  地方公共団体の長は、第２項の規定により監査委員の審査に付した決算を、監査

委員の意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後において最初

に招集される定例会である議会の認定（地方自治法第１０２条の２第１項の議会に

おいては、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後の最初の定例日（同条第

６項に規定する定例日をいう。）に開かれる会議において議会の認定）に付さなけ

ればならない。 

（第５項省略） 

６  地方公共団体の長は、第４項の規定により決算を議会の認定に付するに当たつて

は、第２項の規定により監査委員の審査に付した当該年度の事業報告書及び政令で

定めるその他の書類を併せて提出しなければならない。 

（第７項から第９項まで省略） 

 

 

 

 

 

 

 



　　　Ⅰ　　決　　算　　書　　等
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（ １ ）

第１ 款

第１ 項

第２ 項

第３ 項

第１ 款

第１ 項

第２ 項

第３ 項

第４ 項

１ 令 和 ７ 年 度 芦 屋 市

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

区　 　 　 　 　 　 　 　 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
地方公営企業法第24条
第３ 項の規定によ る 支
出額に係る 財源充当額

下 水 道 事 業 収 益 2, 937, 563, 000 0 0

営 業 収 益 1, 950, 295, 000 0 0

営 業 外 収 益 987, 168, 000 0 0

特 別 利 益 100, 000 0 0

支 出

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
予備費

支出額

流　 用

増減額

地方公営企業法第
24 条 第 ３ 項 の 規
定 に よ る 支 出 額

小　 　 　 　 計

下水道事業費用 2, 894, 661, 000 0 0 0 0 2, 894, 661, 000

営 業 費 用 2, 683, 910, 000 0 0 0

営 業 外 費 用 198, 551, 000 0 0 0 0

0 2, 683, 910, 000

198, 551, 000

2, 200, 000特 別 損 失 2, 200, 000 0 0 0 0

予 備 費 10, 000, 000 0 0 0 0 10, 000, 000
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（ 単位　 円）

( う ち仮受消費税及び地方消費税

( う ち仮受消費税及び地方消費税

( う ち仮受消費税及び地方消費税

（ 単位　 円）

( う ち仮払消費税及び地方消費税

( う ち仮払消費税及び地方消費税

1, 109, 025 円)

下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

決 算 額
予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減
備 考

合 計

2, 937, 563, 000 2, 912, 475, 355 △ 25, 087, 645

△ 40, 472, 409 93, 483, 795 円)1, 950, 295, 000 1, 909, 822, 591

3, 285, 478 3, 936 円)987, 168, 000 990, 453, 478

12, 099, 286100, 000 12, 199, 286

決 算 額

地方公営企業法第

２ ６ 条第２ 項の規

定 に よ る 繰 越 額

不 用 額 備 考

合 計
地 方 公 営 企 業 法 第
２ ６ 条 第 ２ 項 の 規
定 に よ る 繰 越 額

2, 631, 249, 811 0 263, 411, 1890 2, 894, 661, 000

104, 139, 657 円)

212, 468, 1060 2, 683, 910, 000 2, 471, 441, 894 0

0 198, 551, 000 159, 155, 873 0 39, 395, 127

0 2, 200, 000 652, 044 0 1, 547, 956
59, 275 円)

0 10, 000, 000 0 0 10, 000, 000
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（ ２ ）

第１ 款

第１ 項

第２ 項

第３ 項

第４ 項

第１ 款

第１ 項

第２ 項

第３ 項

第４ 項

資本的収入額が資本的支出額に対し 不足する 額 816, 017, 277円は、  当年度損益勘定留保資金 449, 343, 177円、

たな卸資産購入限度額の執行額は 29, 495, 412円で 、 こ れに伴う 仮払消費税及び地方消費税は 2, 548, 464円である 。

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計
地方公営企業法第２ ６ 条
の 規定に よ る 繰越額に 係
る 財 源 充 当 額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

区　 　 　 　 　 　 　 　 分

予 算 額

資 本 的 収 入 1, 307, 697, 000 0 1, 307, 697, 000 203, 619, 500

企 業 債 771, 100, 000 0 771, 100, 000 110, 400, 000

他 会 計 補 助 金 49, 787, 000 0 49, 787, 000 0

国 庫 補 助 金 486, 800, 000 0 486, 800, 000 93, 219, 500

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
流用
増減
額

小 計
地方公営企業法
第２ ６ 条の規定
に よ る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

支 出

固 定 資 産 売 却 代 金 10, 000 0 10, 000 0

区 分

予 算 額

0資 本 的 支 出 2, 086, 392, 000 0 0 2, 086, 392, 000 214, 100, 000

建 設 改 良 費 1, 281, 882, 000 0 0 1, 281, 882, 000 214, 100, 000 0

固定資産購入費 2, 000, 000 0 0 2, 000, 000 0 0

0 0企業債償還金 792, 510, 000 0 0 792, 510, 000

予 備 費 10, 000, 000 0 0 10, 000, 000 0 0
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（ 単位　 円）

（ 翌年度繰越額

（ 翌年度繰越額

（ 単位　 円）

( う ち仮払消費税及び地方消費税

( う ち仮払消費税及び地方消費税

減債積立金 318, 093, 533円及び当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額 48, 580, 567円で補塡し た。

54, 658 円)

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減
備 考

継 続 費 逓 次 繰
越 額 に 係 る 財
源 充 当 額

合 計

△ 977, 099, 000

407, 200, 000 円)

221, 730, 500 △ 358, 289, 000 149, 584, 000 円)

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

合 計

決 算 額

1, 511, 316, 500 534, 217, 5000

0 881, 500, 000 262, 700, 000 △ 618, 800, 000

0 49, 787, 000 49, 787, 000 0

0 580, 019, 500

0 △ 10, 000

備 考

合 計
地方公営企業法
第２ ６ 条の規定
に よ る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

0 10, 000

241, 055, 2232, 300, 492, 000 1, 350, 234, 777 709, 202, 000 0 709, 202, 000

211, 452, 1461, 495, 982, 000 575, 327, 854 709, 202, 000 0 709, 202, 000
48, 525, 909 円)

0 1, 398, 762601, 238 0 02, 000, 000

792, 510, 000 0 18, 204, 315774, 305, 685 0 0

0 0 0 0 10, 000, 00010, 000, 000
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２

（単位　円）

１

２

３

４

５

６

令 和 ７ 年 度 芦 屋 市 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 収 益

(1) 下 水 道 使 用 料 919,527,027

(2) 受 託 事 業 収 益 1,181,820

(3) 他 会 計 負 担 金 881,161,000

(4) そ の 他 営 業 収 益 14,468,949 1,816,338,796

営 業 費 用

(1) 管 渠 費 274,602,121

(2) 芦屋下水処理場費 573,304,050

(3) 南芦屋浜下水処理場費 120,476,962

(4) 抽 水 場 費 97,931,023

(5) 受 託 事 業 費 1,417,649

(6) 総 係 費 132,959,990

(7) 減 価 償 却 費 1,157,967,792

(8) 資 産 減 耗 費 8,642,650 2,367,302,237

営 業 損 失 550,963,441

営 業 外 収 益

(1) 補 助 金 272,656,000

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 717,267,265

(3) 雑 収 益 526,277 990,449,542

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 及 び

経 常 利 益 283,537,028

特 別 利 益

企 業 債 取 扱 諸 費 94,559,530

(2) 雑 支 出 61,389,543 155,949,073 834,500,469

(1) 過年度損益修正損 592,769 592,769

(1) 過年度損益修正益 11,090,261 11,090,261

特 別 損 失

10,497,492

当 年 度 純 利 益 294,034,520

当年度未処分利益剰余金 946,349,295

前年度繰越利益剰余金 334,221,242

その他未処分利益剰余金変動額 318,093,533
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　 （ 令和７ 年４ 月１ 日から 令和８ 年３ 月３ １ 日ま で）

国庫補助金 他会計補助金 受贈資産評価額 工事負担金

前年度末残高 3, 414, 025, 780 2, 393, 688, 306 0 355, 895, 996 0

前年度処分額 261, 138, 140

議会の議決によ る 処分額 261, 138, 140

3, 675, 163, 920 2, 393, 688, 306 0 355, 895, 996 0

当年度変動額 0 0 0 0 0

減債積立金の取崩

当年度純利益

当年度末残高 3, 675, 163, 920 2, 393, 688, 306 0 355, 895, 996 0

処分後残高

３ 令 和 ７ 年 度 芦 屋 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

資本金

剰

資 本 剰
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（単位　円）

その他
資本剰余金

資本剰余金合計
減債

積立金
利益

積立金
建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

0 2, 749, 584, 302 598, 628, 994 0 0 1, 062, 865, 722 1, 661, 494, 716 7, 825, 104, 798

0 467, 506, 340 △ 728, 644, 480 △ 261, 138, 140 0

0 467, 506, 340 △ 728, 644, 480 △ 261, 138, 140 0

0 2, 749, 584, 302 1, 066, 135, 334 0 0 334, 221, 242 1, 400, 356, 576 7, 825, 104, 798

0 0 △ 318, 093, 533 0 0 612, 128, 053 294, 034, 520 294, 034, 520

△ 318, 093, 533 318, 093, 533 0 0

294, 034, 520 294, 034, 520 294, 034, 520

（ 当年度未処分
  利益剰余金）

0 2, 749, 584, 302 748, 041, 801 0 0 946, 349, 295 1, 694, 391, 096 8, 119, 139, 318

余 金

資本合計余 金 利 益 剰 余 金
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（単位　円）

資本金への組入

減債積立金への積立

当年度末残高 3,675,163,920 2,749,584,302 946,349,295

議会の議決による処分額 334,221,242 △ 628,255,762

４ 令 和 ７ 年 度 芦 屋 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書 （ 案 ）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

△ 334,221,242

処分後残高 4,009,385,162 2,749,584,302 318,093,533

334,221,242

△ 294,034,520

（繰越利益剰余金）
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５

（ 単位　 円）

１

２

令 和 ７ 年 度 芦 屋 市 下 水 道 事 業 貸 借 対 照 表

（ 令和８ 年３ 月３ １ 日）

資　 　 　 　 産　 　 　 　 の　 　 　 　 部

固 定 資 産

ア 土 地 4, 881, 386, 780

( 1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △ 511, 727, 317 1, 117, 645, 273

イ 建 物 1, 629, 372, 590

減 価 償 却 累 計 額 △ 8, 074, 598, 157 18, 638, 063, 698

ウ 構 築 物 26, 712, 661, 855

減 価 償 却 累 計 額 △ 2, 058, 788, 486 1, 838, 516, 757

エ 機 械 及 び 装 置 3, 897, 305, 243

減 価 償 却 累 計 額 △ 5, 767, 036 526, 276

オ 車 両 運 搬 具 6, 293, 312

減 価 償 却 累 計 額 △ 5, 380, 816 6, 650, 326

カ 工 具 器 具 及 び 備 品 12, 031, 142

ア 施 設 利 用 権 10, 278, 210

26, 875, 953, 454

( 2) 無 形 固 定 資 産

有形固定資産 合計

393, 164, 344キ 建 設 仮 勘 定

無形固定資産 合計 10, 278, 210

固 定 資 産 合 計 26, 886, 231, 664

( 2) 未 収 金 119, 846, 288

流 動 資 産

( 1) 現 金 預 金 2, 240, 510, 581

流 動 資 産 合 計 2, 355, 277, 963

資 産 合 計 29, 241, 509, 627

貸 倒 引 当 金 △ 5, 078, 906 114, 767, 382
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（ 単位　 円）

１

２

３

１

２

ア 建 設 改 良 企 業 債 5, 594, 597, 611

負　 　 　 　 債　 　 　 　 の　 　 　 　 部

固 定 負 債

( 1) 企 業 債

ア 退 職 給 付 引 当 金 45, 271, 373

企 業 債 合 計 5, 594, 597, 611

( 2) 引 当 金

引 当 金 合 計 45, 271, 373

固 定 負 債 合 計 5, 639, 868, 984

ア 建 設 改 良 企 業 債 819, 029, 460

流 動 負 債

( 1) 企 業 債

( 3) 引 当 金

企 業 債 合 計 819, 029, 460

( 2) 未 払 金 614, 553, 350

引 当 金 合 計 13, 956, 000

( 4) 預 り 金 1, 185, 607

ア 賞 与 引 当 金 13, 956, 000

流 動 負 債 合 計 1, 448, 724, 417

繰 延 収 益

( 2) 収 益 化 累 計 額 △ 6, 441, 663, 965

( 1) 長 期 前 受 金 20, 475, 440, 873

繰 延 収 益 合 計 14, 033, 776, 908

負 債 合 計 21, 122, 370, 309

資　 　 　 　 本　 　 　 　 の　 　 　 　 部

資 本 金 3, 675, 163, 920

ア 国 庫 補 助 金 2, 393, 688, 306

剰 余 金

( 1) 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 2, 749, 584, 302

イ 受 贈 資 産 評 価 額 355, 895, 996

当年度未処分利益剰余金

( 2) 利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金ア 748, 041, 801

剰 余 金 合 計 4, 443, 975, 398

イ

利 益 剰 余 金 合 計

946, 349, 295

1, 694, 391, 096

資 本 合 計 8, 119, 139, 318

負 債 資 本 合 計 29, 241, 509, 627
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